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1. コリアNGOセンター発足の経緯

　コリアNGOセンターは大阪と東京に事務所がある。
2004年に当時活動していた三つの団体を統合し発足した
NPO法人だが、それ以前から活動しているので、トータル
では経歴20～30年の団体である。私が所属していた教育
問題専門の団体と、人権問題専門の団体と、朝鮮半島統一
を目指す三つの団体が統合した。当時は日本のメディアでも
大きく報道してもらい、期待を受けて責任の重大さを感じ
た。2010年には、もう一つの団体が合流している。
　発足の趣旨は、在日コリアンの人権向上、朝鮮半島の統
一、多文化共生社会の三つを目指すというもので、特に在日
外国人当事者の市民運動の新しいロールモデルを目指すと
いう活動から出発した。国家とは一線を画した普遍的な人
権の概念だとか、在日コリアンは人権問題の被害者としてだ
けでなく、内部にも複合的な差別を抱えており、そのことに
ついて謙虚に学ぶ姿勢がなければ権力闘争に陥ってしまう
ので、そこを克服したいという思いがあった。

2. 外国ルーツの子どもたちの教育問題

　私の専門は教育問題だ。大阪の公立の学校には、韓国・
朝鮮ルーツの子どもたちを対象に、父母や祖父母のルーツ
を学んだり、朝鮮半島がつながることをいかに肯定的に育む
のかという、アイデンティティ保障の観点から、民族学級と
いう課外活動がある。大阪が中心だが京都の凌風小学校等
でも行っている。日本の公立学校に通っている民族的マイノ
リティの子どもたちの人権保障、教育権の保障の観点から民

族学級の制度保障運動を担っている。
　もう一つは、「Minami子ども教室」だ。大阪市中央区は、
大阪市内で最も多国籍化が進んでおり、主要な国の数だけ
でも約20カ国ある。地域に1人、2人いるというような少数の
分散ではなく、かなり大規模にフィリピン、中国、韓国、タイ、
ロシア、ブラジルのコミュニティが形成されている。中央区の
難波、心斎橋界隈は西日本最大の歓楽街だが、ここで働いて
いる外国人住民が、市内の外国人増加の一つの理由。働い
ているのは女性が多いが、その多くが一人親で子どもを育て
ている。歓楽街は夜の街なので、夜間、子どもだけで過ごし
ている家がたくさんある。渡日のため日本語が不十分なまま
地域の学校に通っていたり、不就学の状態になっていたりす
る。2012年4月には、フィリピン人の女性が自分の子どもを
殺してしまう事件が起こった。自らも死のうと思ったが死にき
れず逮捕された。周りで見ていた人によると、事件直前、彼
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女がものすごく神経質になっていたとの報告もある。地域に
頼るところがなく、孤立無援の状態の中で子育てをしていて、
精神のバランスを崩し犯行につながってしまった事件ではな
いかと思う。そういう事件があり、地域の一人親家庭や家に
置き去りにされている子どもたちの居場所づくりができない
かということで、「Minami子ども教室」を2013年9月から続
けている。

　もう一つは、ブラジル学校の支援だ。日本には30校ぐら
いのブラジル学校があるが、その中の一つで滋賀県愛荘町
にあるコレジオ・サンタナを支援している。小さな学校で、
私塾の扱いになっていて、公的な援助がない中、当事者の自
助・共助努力だけで学校が運営されている。ブラジルの子
どもたちは、最初は地域の公立学校に行くが、地域の公立
学校には日本語とポルトガル語が話せる通訳者が常時おら
ず、ほったらかしにされてしまう。実際に日本の学校に行っ
たけれども人間関係がうまくいかなかったり、仲間外れにさ
れて居場所がなく、家に引きこもりの状態になってしまった
子どもたちがいる。この学校はそういう子どもたちのための
セーフティーネットになっているが、ここがきちんと運営でき
なくなると、子どもたちをまた厳しい状況の中に追い込んで
しまうことになる。私は月2～3回、滋賀県に通い、支援を続
けている。支援方法をさがす中で町の役場から任意の団体
では難しいので、何らかの法人格を持ってほしいと提案を受
けた。今、NPO法人立の学校に移行するための段取りをして
いる。NPO法人は既に認可を受けて発足しているのだが、
2～3年の移行期間を経て、NPO法人立の学校にして、より

安定的な運営をしたいと思っている。安定的というのは、公
的な認知を受けるということ。日本にはブラジル学校を認可
するという法的な制度はないが、実際に学童保育や認可外
保育として使われているので、そのまま法的に認知してもら
い、補助金を出してもらいたいと思っている。また、愛荘町
は過疎化が進んでいて、幼稚園や保育園が統廃合して廃止
になったところがある。サンタナ学校はプレハブの校舎なの
で、施設管理をするという名目の下、空いた公的施設の中に
ブラジル学校が入ることなどを、今後地域や役所と相談して
いこうと思っている。

3. 地域活性化事業とヘイトスピーチ対策

　NGOセンターは、大阪生野のコリアタウンに事務所があ
り、まちの活性化事業をずっと続けてきた。コリアタウンを
まちの学校と位置付け、主に関西圏の校外学習場として、
韓国・朝鮮の文化体験や国際理解学習のプログラムを提供
し、さまざまな人たちの学習の機会づくりのお手伝いをして
いる。学習活動とまちの活性化の両輪でやっている。生野コ
リアタウンにおいて、コリアNGOセンターはかなりの存在感
を持っている。毎年秋にはコリアタウン祭りがあるが、こうい
う祭りにも私たちは濃密に関わっている。まちを一緒に盛り
上げていこうということで、NPOとして商店街の活性化、そこ
からコミュニティビジネスにつなげている。

　最近は、ヘイトスピーチ対策にも取り組んでいる。私ども
の事務所は大阪の鶴橋駅から15分ぐらいのところにある
が、鶴橋がヘイトスピーチのターゲットになった時期がある。
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今も年に1回ぐらいは来るが、再三にわたり来ることがあっ
た。ヘイトスピーチはそれまでも梅田や難波であった。しか
し、繁華街である梅田や難波の雑踏の中でヘイトスピーチ
をするのと、民家が隣接している鶴橋で在日が集住している
ことを知って行うヘイトスピーチをするのとでは意味が違う。
NGOセンターは行政との関わりが結構あり、府警や大阪市
と連携して、無力化するためのさまざまな措置にこれまで取
り組んできた。ヘイトスピーチに関わる問題には、近年、多く
の労力と時間を割いてきている。

4. 生活相談、法律相談

　私たちの団体には弁護士など、国家資格を持っている会
員の方々がいて、例えば在日が離婚問題で悩んでいれば彼
らが法的相談に応じる。韓国にある資産が継承できていな
い場合は、日韓法に詳しい弁護士を紹介する。オーバーステ
イの人たちが助けを求めて来るケースもある、賃金未払いの
相談もある。留学生は週の労働時間が決まっているが、その
労働時間では生活できないので、それを超えて働く。これは
資格外活動になるので、ここで搾取があれば申し立てできな
い。それで働いた分の賃金がもらえないと言ってうちに来る。
あるいは留学生が事故を起こして賠償を請求されたり、自
らが泣き寝入りしているような問題や、住宅差別の問題もあ
る。それから、生活困窮の問題がある。外国籍者がたどたど
しい日本語で境遇を説明できないとき、われわれが役所に
事情を言って、緊急貸付、補償金なしで入れる家探しなどの
お手伝いをしている。

5. 一億総活躍社会と外国人労働者

　日本は少子高齢社会に入っている。人口減少時代でも、
今の経済規模を守っていくということで、安倍首相は一億総
活躍社会、女性の活躍だと言っている。安倍首相は海外から

の単純労働力を受け入れないという前提に立っているので、
そこを埋め合わそうとしたら一億総活躍社会で、定年を返上
し、女性にもっと社会に出てもらい、労働力が不足しない状
況をつくり出そうとしているのだと思う。しかし、ここには盲
点が二つあると思う。一つは、さまざまな人が社会に出て働
こうと思うと、社会インフラの整備をしなければいけないが、
それが止まっている。大阪の守口市では、保育園・幼稚園の
無償化を実施している。保育園・幼稚園の無償化を国に先
駆けてやるのはいいと思うが、それをするために他の大事な
予算が削られる。また、守口市はそれで人口が増えているそう
だが、今度は保育所・幼稚園が収容できなくなり、待機児童
が急増している。無償化するのは単純なことだが、それに伴
い発生する新たな需要を社会はどのように包摂していくのか
というもう一つのマスタープランがない中で、今、総選挙で
も、全ての政党が無償化の話をしている。
　もう一つは、外国人労働者を受け入れないと言っている
が、現状の経済規模を外からの移民を受け入れずに守って
いくことは数学上、不可能だ。何を根拠に一億総活躍社会、
アベノミクスで達成できると考えているのか分からない。現
実から逃避しているとしか思えず、極めて非科学的だと思う。

6. 渡日の子どもたちの現状

　日本には250万人の外国人登録者がいるが、海外からの
流入者の中には、外国人登録者にカウントされない日本国
籍を持っている人が結構いる。日本人が海外で結婚して、そ
こで生まれた子どもたちは二重国籍者になるので、日本に
入ってくるときは日本のパスポートで入ってくる。そうすると外
国人登録者にカウントされない。ジャパニーズ・フィリピノ・
チルドレンという、お父さんが日本人でお母さんがフィリピン
人の子どもたちも、日本のパスポートで入ってくる。従って、
外国人在留者に対してどのように援助するかという議論だ
けでは、この子たちは取り残されてしまうという現実がある。
この子どもたちを入れると、日本在住の外国人は260万人、
270万人と増える。少なくとも二重国籍の問題は視野から外
されることが多い。
　そういう現実を度外視し、日本が受け入れるか受け入れな
いかという話をしても何の意味もない。学校教育で言えば、
中学校から高校への進学率は、日本全体で約98％。しかし、
渡日の子どもの高校進学率は、進学支援が比較的しっかりし
ている大阪の自治体でも80％強。日本全体では6割まで下が

繰り返されるヘイトスピーチ



4

地域の多文化化の実相と求められる政策とは
金  光 敏

社会の構造的問題へ多分野の知でアプローチする
2017年度「コミュニティ・デザイン論研究」レクチャー・ドキュメント

る。中卒で日本語能力を十分に備えていない子どもたちが自
動的に社会に輩出されているという現実がある。そして、こ
の子たちは日本人が嫌がる仕事に吸収されている。1日に5
～ 6時間、冷蔵庫の中で荷出しの仕事をするとか、45分の休
憩を入れて1日8時間勤務でベルトコンベヤーの前で立ちっ
ぱなしで荷物の仕分けをするなど、日本経済の底辺がこの子
たちによって支えられているという現実がある。
　あまり言うと偏見を助長するので良くないが、少年院など
の更生施設に、外国ルーツの子どもたちが入ってくるケース
も高まっている。教護院や少年院に入った子どもたちは、そ
こで社会訓練の一環として初めて日本語を教えてもらう。い
かに社会投資をする場所が間違っているかということが如実
に表れたケースだと思う。例えば家族に連れられてブラジル
から来た子は、地域の小学校に入るが、瞬く間に不登校にな
る。学校にほとんど行っていなくても、形式卒業で卒業証書
だけはもらえる。卒業証書をもらうと、もう一度中学校に通
うことはできない。今は少し緩和して、中学校を卒業しても、
もう一度学び直したい人は夜間中学校に通えることになった
が、これまでは夜間中学校でさえ学び直しができなかった。
結果的に学ぶ機会を奪われ、母語を喪失した日本語も不十
分な状態になる。小学校ぐらいで日本に来ると、母語の能力
も一定のところで止まってしまう。日本語も体系的に学んで
いないので、自分の気持ちが表せず、ダブルリミテッドの状
態で社会に出ていくことになる。
　そういう子どもたちは、人づてに仕事を得るしかない。大
抵は同じ国の人たちがしている仕事を回してもらうが、その
人たちも割り増し手当や夜間賃金、8時間労働を知らない。
言葉が不十分な子どもたちは、そこからさらに劣悪な状況に
入っていき、小さなトラブルをきっかけに触法状態になり、逮
捕や補導されてしまう。私は、日本の保守層や経済界に、在
日外国人がきちんとした納税者に育つかどうかは、在日外国
人の側に問題があるのではなく、社会がきちんと環境を整え
ることだと指摘する。これは在日外国人だけではなく、日本
の子どもたちも同じ。格差が広がっていて、日本の学校教育
は貧困の問題と常に背中合わせだ。この子どもたちが社会
に出て、自立し、きちんとした納税者になるための投資をし
なければいけない。

　私が見ていたブラジルの子どもが、地域の公立の小中学校
を卒業して、高校に入り、卒業を迎える。進学したいというこ
とで、学生支援機構に奨学金の申請をし無事認められた。と
ころが初期費用を負担できないので、政策金融公庫に必要

なお金を申請したところ、断られてしまった。進学の道をあき
らめるしかなくなった。手取り約14万円の変形労働時間制
の仕事だ。１年間トータルすると平均1日8時間に収まるが、
繁忙期には１日10時間以上働かなければいけない。かなり
無理をしなければ働けない力仕事だ。若い間はできるかもし
れないが、それができなくなったとき、彼はどうなるのだろう。
外国から来たので、日本人に比べて日本語の読み書きがか
なり劣る。さらに日本語が話せなかった時期を過去に抱えて
いて基礎学力が低いので、再就職も難しくなるだろう。

7. 公的支援

　生活保護費は大幅に削られている。大阪市の場合、子ども
1人の母子家庭の住宅補助は48,000円だが、この金額だと、
借りられても1Rだ。最低限の生活をするために5万5000円
の少し広い1Rに住みたくても、保護費の中から家賃を出し
てはいけないことになっているので、足りない分はたとえ短
時間でも働くように言われる。働ける状況にある人は働くべ
きだと思うが、働くと保護費が下方調整される。生活保護を
受けると、非常に狭い制度的な枠組みの中に押し込められて
しまって、逆に貯金も限定され、将来設計は難しい。日本の
セーフティーネット制度の根幹には、自力で働くか、非常に
狭い制度領域に押し込められる生活保護のどちらかしかな
い。これが困窮者の自立援助の大きな足かせになってしま
う。フランスの就労支援はかなり幅広い。新しい技術を身に
付けながら生活再建をすることが長期間にわたって行える。
フォークリフトの免許を取ったり、特定の計器の使い方を学
び、使えるようになったら保護費を徐々に減らしていく。
　そういうことを考えても、やはり日本の社会福祉制度には
欠陥がある。日本の社会福祉制度は、もっぱら会社が担って
きた。会社が福利厚生を充実することによって公的機関の社
会福祉費を節減してきたと言える。ところが会社は福利厚生
費を減らしているので、それに伴い公的な援助が拡充され
なければいけないが、行政は税収減に伴い、福祉予算を削っ
ている。結果的にどこにも引っ掛からない人々が生まれつつ
ある。外国人は、まさにそのエアポケットにすっぽりはまっ
てしまったような状況だ。結果的に困窮し、経済的に自立で
きない外国人がさらにまたヘイトスピーチの対象になるとい
う悪循環が起きている。社会が閉塞していくと、まさに日本
ファーストというような話が出てくる。日本を引っ張ってきた
政党が、日本の国を取り戻すというのは一体どういう意味な
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のかよく分からないが、そういうことをなんとなく雰囲気で
平気で言っている。選挙の度に暗たんたる気持ちにならざる
を得ないが、日本社会が今何を問われているのか、市民社会
はその中から見つけ出す必要があるのではないかと思う。

8. 移民政策

　日本社会は現実を直視しないといけない。過去の栄光に
いつまでもすがっていてはいけない。日本の経済力は落ちて
いっている。人口が減り、高齢化が進んでいるだけではな
く、周辺国が経済力をつけ始めているので、日本の下落幅が
小さくても、周りの国の上昇幅が大きければ相対的に落ちざ
るを得ない。そういう中で、国際社会から見て魅力ある国に
なろうと思ったときに、日本社会はある種の過去へのノスタ
ルジーが足かせになっていることに気がつくべきだ。
　石破茂さんは日本に移民制度を導入するべきだと主張し
ている。ポスト安倍といわれている人が、移民政策の検討を
始めるべきだというのは面白い。次の自民党の総理大臣を
選ぶ主要な政策課題の中にこの問題が入り始めているよう
に見えるので、注目したいと思っている。一方、安倍首相の「移
民は入れない」という主張は間違っていると思うが、一方で石
破さんの主張も本質的に間違っているところがある。国境の
壁の向こう側に、日本で働きたい、日本で暮らしたい、ジャ
パニーズドリームを追求したいと思っている人たちが列をな
して並んでいると考えている。その中から日本に都合の良い
高度人材、必要な人材をピックアップすればいいと、日本側
に選択権があると認識しているようだが、果たしてこれが正
しい理解か。今日的状況で言えばまだあるかもしれないが、
これが3年後、5年後、7年後、10年後になると、こういう状
況ではなくなると思う。なぜかというと、相対的に経済力が
落ち、日本でまともな仕事が見つかる保障はなくなるだろう。
働くためにはそれなりの処遇をしてもらわなければいけない
が、今のところ在日外国人を処遇する法律体系も整っていな
い。子どもたちが不就学になるような状況がいまだある。
　注目しなければいけないのは、少子高齢時代が訪れてい
るのは日本だけではないということ。日本の少子高齢化の速
度より、韓国の少子高齢化の速度の方がはるかに速い。それ
よりも速いのが台湾だ。中国は人口構造がものすごくゆがん
でいて、2020年をピークに中国の国力は落ちていくと言われ
ている。それは日本以上に65歳以上人口の比率が高まるか
らだ。中国は一人っ子政策をやめて、海外からの人材をいか

に受け入れるかという検討を始めている。韓国は実質的に移
民を受け入れる国になる方向にかじを切った。台湾も移民を
受け入れ始めている。日本はもっと冷静に見なければいけな
い。日本の壁の向こうに人が並んでいるのはせいぜい今ぐら
い。あと何年かすると韓国、台湾、中国との人材獲得合戦が
始まる。少なくとも韓国や台湾の方が流入外国人に対する処
遇がいい。課題は多く、差別もあるし、理不尽なこともたくさ
んあるが、法的体系は整っている。韓国では自治体ごとに多
文化家族支援センターを設けて、定着のための手厚い援助
を始めている。それから、学校教育の中では韓国語指導の
援助もかなり手厚い。国費や自治体費を注いで、ハード、ソフ
トの整備を始めている。それでもなお不足しているが、日本
と比べると、在韓外国人の処遇体系は充実している。
　もう一つ忘れてはいけないのはアメリカだ。トランプ大統
領は南米からの移民をシャットアウトすると言ったが、実は
事実理解として、あれは根本的に間違っている。中南米から
のアメリカ移民は右肩下がりで減っている。メキシコがター
ゲットにされているが、メキシコからの移民者も減っている。
入ってこないという意味でも減っているが、既にアメリカに
入っていた人たちが、メキシコにリターンしている。それは
メキシコの経済状況がかなり好転しているということもある
し、アメリカでの職探しがかなり難しくなっているということ
もある。今、アメリカの移民社会を支えているのは中南米移
民ではなくアジア移民だ。トップは中国とインドで、それに
続いて東南アジアの人たち。これからアメリカの移民社会を
支えていくのはアジア系であることは、統計上はっきりしてい
る。日本がこれから受け入れようと思っている移民の主な対
象はアジア中心にならざるを得ないが、アジアの高度な人材
を巡り、周辺の複数の国で人材獲得合戦が始まっている上
に、アメリカも参入してくるということだ。日本行きのチケット
と、アメリカ行きのチケットを与えられたら、多くがアメリカを
目指すだろう。アジア全域でそうだと思う。結果的に、このま
ま閉鎖的な状況が続くと、日本は今の経済規模を守ること
がかなり難しい状況になっていくだろうと思う。どこかのタ
イミングで、本当の意味での多文化社会を目指す方向にかじ
を切らなければ、地滑りのように崩れていく危険性があるの
ではないか。そういう意味で、在留外国人を処遇すべきだ。
日本人と平気で格差が設けられるようでは駄目。研修生や
技能実習生が日本の底辺経済を支えている。彼らは厳しい
労働状況の中、最低の賃金で働かされている。そういうとこ
ろに私たちは目を向けていかなければならないと思う。


